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は じ め に
　明治という近代国家形成後，旧制中学，旧制高
校，帝国大学が全国各地につくられた。
　西欧の近代国家に追いつくための「殖産興業」
や軍事力強化のための「富国強兵」策とともに，
識字率をあげて国民国家形成の元になる教育の義
務化も推進された（1886年，学校令など）。
　高等教育機関における教育内容は，外国語の習
得や諸外国の政治，文化そしてそれらが教育や研
究の対象とされ，その一環で多くの外来スポーツ
といわれるスポーツ種目が旧制の中学，高校や大
学を窓口として紹介された。こうして大学運動部
の歴史が始まったといわれている（慶應義塾大学
のラグビー部1899年，東京高等師範学校（筑波大
学）のサッカー部1904年，立教大学のアメリカン
フットボール部1934年など）。
　第二次世界大戦後も1945年秋には神宮球場での
早慶戦（硬式野球）が復活，昭和30年代の立教大
学黄金期を支えた長嶋人気など，輝かしい歴史と
伝統を大学スポーツが築いてきた。
　しかしながら昭和40年代以降，多くの種目で競
技（チャンピオンシップ）としての日本一の座を
企業スポーツに譲り，歴史と伝統だけでは大学ス
ポーツへの関心や意義を社会に発信していくこと
が難しくなってきた（付録 表 １ 筆者作成表参照）。
　大学という教育・研究機関の中において，課外
活動としての大学スポーツの役割を十分果たして
いない現状がある（註１）。一方で，近年は課外教育
（正課外教育）の一領域という位置づけで，民主
的な組織運営と科学的・人道的コーチングの推
進，学習支援やキャリア支援，リーダーシップ養
成そして大学間と行政・企業との連携などに取り
組むことを目指した「大学スポーツ推進宣言」
（全国大学体育連合加盟の160を超える大学，短期
大学の学長が署名）も出されている（付録 表 ２ ）。
　また，2016年度には文部科学省（担当，スポー
ツ庁）による日本版 NCAA（註２）の提言があり，大
学スポーツの組織的な変革を目指す動きも出始め
てきた。
研究の目的
　本研究では，課外活動から課外教育（正課外教
育）へという視点で取り組みが始まったといえる
大学スポーツに焦点をあて，学生支援（学生サ
ポート）の視点から大学スポーツの再考（スポー
ツ強化支援，学修支援，キャリア支援）などこれ
まで大学が主体的に取り組んでこなかった事例の
変容や学会，研究会等でのテーマとなってきたこ
とを受け，関東圏と関西圏の大学の調査事例を参
考に，今後の大学スポーツのあり方について提言
する。
調査と研究の枠組み
　研究目的にあげた調査対象の大学は，創立100
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年以上の大学（体育会運動部100年以上の歴史を
持つ大学を含む）の伝統ある大学（以下，伝統大
学）と第二次世界大戦後に創設された大学（以
下，新興大学）に分け，関東圏，関西圏で調査し
た大学の数校事例をモデルとして，歴史と伝統に
根ざした取り組み事例および現状と課題，今後の
ビジョン等について比較検討する。
　また，2016年に文部科学省（以下，文科省，担
当はスポーツ庁）が主導する今後の大学スポーツ
への提言「日本版 NCAA 創設に向けた取り組
み」についても，関東圏，関西圏の現時点での進
捗状況について比較検討し，本研究からの視点で
提言していく。
これまでの研究
　これまでの研究は，大学スポーツというテーマ
ではなく大学運動部を研究対象とするものが多
かった。体育方法学やコーチ学等において競技力
の向上やバイオメカニクスをベースにしたパ
フォーマンスの向上，運動部のチームワーク事例
などであった（秋山央，他2009，村元辰寛2010
他）。日本体育学会の専門分化が進みスポーツ政
策やスポーツ産業等の学会の誕生とともに，大学
運動部の組織分析や位置づけについて検討する事
例が増えてきた。さらにスポーツ庁が設置されて
からは，生涯にわたるスポーツライフの視点から
大学における正課としての体育科教育，正課外教
育としての課外での活動についても，文科省の政
策として大学スポーツの変容が求められてきた。
こうした傾向を受けて，全国大学体育連合（以
下，大体連）が2014年に大学・短期大学における
課外活動スポーツ支援に関する調査を行った。さ
らに2015年には，スポーツ競技団体に対して学修
支援の取り組みについて調査を行った。
　長倉（2016）は，競技団体に対するこの調査は
おそらく日本で初めてのことではないかと指摘し
ている。「大学スポーツの平日開催や集中型開催
の難しさが確認され，選手の学修支援に関して検
討している連盟は42機関中 6 つであった」。
　大学スポーツ組織の課題や今後の取り組みにつ
いて検討された研究は，ここ数年に始められた領
域であり今後も社会の要請や期待値の高い研究
テーマであるといえる。
調 査 事 例
　調査してきた大学（インタビュー及び担当教
員，担当事務職員，研究会等の資料提供も含む）
　（関東圏）
　伝統大学（ 4 大学）：Ａ大学，Ｂ大学，Ｃ大
学，Ｄ大学
　新興大学（ ２ 大学）：Ｅ大学，Ｆ大学
　（関西圏）
　伝統大学（ ２ 大学）：Ｇ大学，Ｈ大学
　新興大学（ ２ 大学）：Ｉ大学，Ｊ大学
調 査 結 果
　（関東圏）
１ ．Ａ大学
　1952年に体育局を競技スポーツセンターに改編
し，2014年度から始めたＡ大学アスリートプログ
ラム（WAP 大学でスポーツをすること）の内容
をまとめた書籍を発刊（2015）。体育連盟の学生
を対象にしたＡ大学とスポーツの歴史，キャリア
形成，アスリートの生活管理など学生たちのテキ
ストとして機能する冊子を配布している。
　2011年にＡ大学体育局の第三者評価委員会報告
書が公表され，この報告書の課題であった体育会
学生の支援，体育局の立場の明確化や組織の改
編，学業支援，体育会スポーツの歴史などについ
て，この冊子は網羅されているといえる。斎藤
（2017）は，WAP に対する体育会学生の認知や
効果について，体育スポーツ経営学会で取り上げ
学生の視点からの評価について言及している。
２ ．Ｂ大学
　2001年 １ 月の学生自治会の公認停止以降，学生
部の中にスポーツ振興事務室（旧学生部体育課）
を置いて，体育会運動部（体育同好会も含む）へ
の日常的な支援を行っている。
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　特に，体育会の位置づけについては，司法試験
や公認会計士試験対策のための研鑽の場が正課外
教育であると考えられているので，この考え方は
世界を相手にトップアスリートとして活躍する学
生を輩出することと同じ位置づけが必要であると
いうことによる。
　大学としての強化支援は ７ 部会（硬式野球部，
ラグビー部，競走部の長距離，サッカー部，柔道
部，卓球部，スケート部）で全学的な学生スポー
ツ振興委員会が設置されている。振興策の立案機
関ではあるが学生表彰や助成金配分の決定等の業
務中心の現状である。スポーツ特別入試，スポー
ツ奨励奨学金制度，体育会学生学業支援制度が，
学生支援の ３ 本柱である。
　今後の課題は，専用練習施設整備，合宿所・食
生活改善，トレーナー等の設置，女性アスリート
の位置づけ，付属高校との連携が具体的にあげら
れている。これらの課題解決のためにもスポーツ
アドミニストレーター（以下，SA）が求められ
ている（2017年度から，横浜 DeNA の元社長Ｉ
氏を SA として採用）。
３ ．Ｃ大学
　2008年にコミュニティ福祉学部の中に，スポー
ツウェルネス学科が増設されたことによりＣ大学
アスリート選抜入試が始まった。この入試の志願
学科は第 ３ 希望まで受付し，一次選考，二次選考
まで実施し，募集競技種目は体育会全競技部が対
象となっている。2016年度は，一次選考，二次選
考後，総数64名であった。こうした入試改革の成
果として2017年六大学野球リーグ戦において18年
ぶりに優勝し，59年ぶりに全国大学野球選手権で
も優勝した。また体育会活動奨励金制度を開始し
昨年度（第 4 期）は，43部の申請中38部が採択さ
れた。強化 ３ 部は，硬式野球，ラグビー，アメリ
カンフットボールを指定している。
　2015年度からの池袋キャンパスの整備に伴い，
Ｃ学院全体を対象にした「ポールラッシュスポー
ツセンター」が開設された。新座キャンパスにつ
いても2016年から床が上下動する50ｍ屋内プール
が新座市との協力のもと完成。Ｃ大学のスポーツ
への貢献のみならず新座市という地域（社会）貢
献に寄与するスポーツ施設となっている。
　大学の姿勢として今後の課題は，課外活動とし
てきた体育会活動を正課外教育という位置づけに
する方針である。こうした方針に基づき検討され
た施設が，ポール・ラッシュ・アスレティックセ
ンター（池袋キャンパス），セントポールズ・ア
クアティックセンター（新座キャンパス）であ
る。新座キャンパスの施設は，社会連携の一つの
事例であり新座市の協力も得て，新座市民を対象
にしたプログラムも開設している。
4 ．Ｄ大学
　2010年度から学長直下組織として「Ｄ大学ス
ポーツユニオン（TSA）」を立ち上げ，Ｄ大学カ
ラーの統一（伝統の紫，フューチャーブルー），
サッカー場セキショウフィールドというネーミン
グライツの採用，ロゴマーク・スポーツエンブレ
ムの制定（芸術系教員の協力で決定），ユニフォー
ムの統一（株式会社ドームと包括的提携協定），
スポーツ科学研究・教育の推進，スポーツを通し
た大学ブランド力の向上や一体感の醸成を目指し
ている。ユニフォームの統一については，現時点
では46団体中 8 部会が統一ユニフォームを使用し
ている。今後理解を得て広めていく方針である。
2016年度にはいり，これまでに日本版 NCAA を
目指したシンポジウムやスポーツ科学に関する国
際シンポジウムの開催を実施した。TSA 強化事
業は，運動部強化事業，アスリートサポート事
業，広報事業，社会貢献事業の 4 つで，その他特
別プログラム施策として箱根駅伝復活プロジェク
ト，大学スポーツサポーター活動，運動部のユニ
フォームＤ大学ブルー統一（2012年度）など全学
をあげて闘う一体感を高めている。
　Ｄ大学スポーツユニオン（以下，TSA）は，
大学ガバナンスの視点でみれば学長のリーダー
シップによる，明確な方針が示されそのための準
備（ヒヤリングや調査を含む）が進められてきた
といえる。
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　明治以降体育教育，課外教育としての運動部活
動を実施してきた老舗としての歴史と伝統を生か
した，新たな取り組みへの挑戦を始めた事例であ
るといえる。
5 ．Ｅ大学
　1977年からスポーツ振興を開始し強化育成クラ
ブ制度が発足した（レスリング部，スケート部）。
その後，1978年にラグビー部，1985年に陸上競技
部を強化指定（箱根駅伝は，1992年に初優勝，
1994年，1995年二連覇）。1986年の創立40周年に
「カレッジスポーツ振興」を学園の運営方針とし
た。その後もホッケー部，柔道部，水泳部等の強
化指定を行いユニバシアード大会，アジア大会，
オリンピック大会に出場し成果をあげてきた。
　2004年に JOC「トップアスリートサポート賞」
を受賞，2010年2013年には文部科学省（以下，文
科省）「スポーツ功労団体賞」を受賞するなど高
い外部評価も受けている。
　支援体制は，学習支援，キャリア支援，アス
リート向け教育，経済的支援，医療支援，資格取
得支援などトータルサポートを実施している。
2016年からスポーツ科学部という専門学部を開設
したが，それまでの非スポーツ系大学事例として
多くの大学の参考になる競技力向上の取り組みで
ある。
6 ．Ｆ大学
　Ｆ大学といえばラグビー（現在大学選手権 ９ 連
覇中）といわれるほど無敵を誇っている。大学が
指定する強化部会である硬式野球部も2017年度の
春のリーグ戦に優勝し，女子柔道，チアリーディ
ング（2016年度学生選手権 ３ 位）も常時優勝争い
をする成果をあげている。その成果をあげる原動
力となっているのが，Ｆスポーツ医科学センター
（以下，医科学センター）の存在である。運動生
理，スポーツ医学，栄養学，マネジメントなど
「メディカル」「サイエンス」「フィジカル」の ３
領域から多岐にわたるスタッフを31名揃えて日常
のトレーニングの成果と試合後や負傷後のケアな
ど，医科学的な視点でチェックするトータルサ
ポートを実施している。医学部をもっている大学
の強みを生かした取り組み事例であるといえる。
また，医科学センターは，コニカミノルタ長距離
チームのサポートや奈良県のトップアスリート育
成事業のサポートも行い，中高校生のメディカル
チェックやフィットネスチェック（動作分析）等
を実施している（2016年は，12月23日に実施）。
（関西圏）
１ ．Ｇ大学
　Ｇ大学は，千里山キャンパス，高槻キャンパ
ス，堺キャンパス（2013年健康学部開設），梅田
キャンパスの 4 キャンパス体制。
　大学スポーツの施設としては，日本の大学で最
初にアイスアリーナを建設（高槻キャンパス）し
た大学である。
　Ｇ大学のスポーツ振興の方針は，学生アスリー
トのセカンドキャリアを意識した学習支援や怪我
等による後遺症を残さないためのスポーツ障害に
対する予防や治療に対する態勢を整えて支援して
いる。
　2016年に創立125周年を迎え，キャンパス整備
（千里山，高槻，堺など）を行い，運動部ごとの
専用施設づくりに取り組んできた。
　スケート部，アメリカンフットボール部，サッ
カー部，硬式野球部等の強化 8 部会の決定に際し
ては，体育連盟の学生役員が実施した学生による
投票を参考にした経緯がある。
　近年冬季オリンピック，世界選手権における
フィギュア選手の多くはＧ大学の学生およびジュ
ニア時期からＧ大学アイスアリーナで練習を積ん
できたスケートクラブ出身者である。また，アイ
スホッケーにおいてもインカレで準優勝やベスト
4 に残る強豪校として活躍している。
　日本版 NCAA においてもスポーツ振興セク
ションスタッフが積極的に関与している。
２ ．Ｈ大学
　衣笠キャンパス，琵琶湖草津キャンパス（以
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下，BKC）大阪茨木キャンパス，APU（アジア
太平洋キャンパス）など，各々のキャンパスの
テーマ，特色を生かした大学づくりを行ってい
る。
　2016年からの日本版 NCAA の提言以降，Ｈ大
学が取り組んできたスポーツ支援を含む学生部組
織の改革や学生動員をはかるためにチアリーディ
ングチームを強化指定するなど単に競技力向上だ
けを目指した取り組みではなく，キャンパス構成
員を含む地域社会を対象にした企画を実施してい
る（2014年からの ３ ヶ年で500人から3000人の観
衆を集めて対抗戦を実施した。2015年の甲子園ボ
ウルとライスボウルでは，いずれも ３ 万人以上の
観客を集めてアメリカンフットボールの試合を
行った）。
　BKC では，ラーニングコモンズのスポーツ版
にあたるスポーツコモンズ施設をつくり，昼休み
時間にはスポーツ関連チーム所属の使用を禁止し
て，学生の個人使用やクラスメートなど多様な使
用が可能になるよう配慮されている。現在は，学
生，教職員を対象にしたスポーツコモンズ機能が
中心であるが将来的には草津，長浜地区などの住
民を対象にしたスポーツコモンズを目指してい
る。BKC 周辺地域住民の健康づくりに寄与し，
地域のスポーツクラブ文化の醸成をはかっていく
中心基地的なキャンパスづくりを目指している。
３ ．Ｉ大学
　2010年代に入り，女子スポーツ振興を中心に注
目が集まった。2020年の東京オリンピック・パラ
リンピック（以下，東京オリパラ）の招致が決
まったことにより，女子 ７ 人制ラグビーに力を入
れている特別強化部会に指定して取り組んでいた
実績がさらに評価された（他，女子サッカー部が
特別強化部会，アメリカンフットボール部，男子
ラグビー，男子サッカー部など ７ 部会が強化部
会）。
　大学としてのメッセージは「想像しなかった自
分史がはじまる」であり，入学後の初年次教育に
力を入れ（後述）UI（ユニバーシティ・アイデ
ンティティ）の一環としてスポーツ振興，スポー
ツ強化との一体感を醸成している。
4 ．Ｊ大学
　関西地区の女子大学として体育専門学科を文学
部の中に設置してきた。2012年から健康スポーツ
学部を開設した。関西地区の女子スポーツ振興に
力を入れてきた老舗の女子大学。また，2006年に
日本初となる女子大学建築学科を設立するなど他
の大学に先駆けた取り組みをしている大学でもあ
る。　
　日本版 NCAA についても，関西カンファレン
スの動向に合わせていち早く組織改革を行い，
SA や専門スタッフの配置を行って今年の ７ 月に
は地域を巻き込んだハンドボールの対外試合を行
い，リーグ戦ではできないハーフタイムショーや
終了後のダンスパフォーマンスを披露した。予想
を上回る200名の観客を集めた初の企画として成
果をあげた。
考　　　察
　今回調査をした大学の現在のスポーツ振興や強
化支援について，これまで課外活動（学生の自主
活動）から正課外教育（大学としての方針のもと
に位置づける）へという変容が必要ではないかと
いう点から，各大学の現在の取り組みを見てみる
と，Ｂ大学が司法試験などの資格などを目指す研
鑽の場として，同様の位置づけをしても良いので
はないかという発信をしている。Ｃ大学において
もスポーツウェルネス学科の創設後，アスリート
選抜入試や，体育会活動奨励金制度に取り組んだ
ことがこのような具体的な提言につながっている
と考えられる。これまでの自主活動をベースにし
た取り組みではなく，学生支援やキャリア教育と
の関連等を課外活動の成果と結びつけていくこと
を目指して，大学（法人サイド，教授会サイドな
ど大学によって異なる）がイニシアティブをとっ
ていく方針のもと実施している実態が明らかと
なった。これは，伝統大学の学園紛争などによる
学友会組織の解体や改変という影響もあるがＪ
56 体 育 研 究　第52号（2018）
リーグの誕生後プロ化もしくはクラブ組織化をは
かってきたスポーツ種目組織の変容，NPO 法人
のスポーツクラブの誕生などスポーツ組織の自立
（企画，運営面，会計面など）を目指したクラブ
運営を社会が求めていることによる結果ともいえ
る。
　このことは，これまで各々の競技団体や協会，
そして学生たちが主体的な運営を続けている学生
連盟（以下，学連）の活動や貢献を否定している
わけではない。学生の自治や学生の創意工夫の意
見を反映させていく大学スポーツのビジョンは，
今後も重要であることに変わりはない。しかしな
がら，大学そのものが大学評価の審査を実施（ ７
年に一度）し，多くの大学がファカルティ・ディ
ベロップメント（以下，FD）の専門部署を設置
してその結果を単年度ごとに社会に発信している
現状を考えれば，学生の自主性に任せているから
というだけでは，理解を得ることができなくなっ
たことも事実である。
　このような問題意識で今回調査した大学を再点
検すると，FD とスポーツ振興に共通項が見られ
る大学があると考えられる。その例が関東圏のＦ
大学と関西圏のＩ大学である。
　Ｆ大学は，高等教育センターを設置し高等教育
支援，教育方法研究支援，IR 推進室（学習行動
調査），拠点事業を展開している。各々の事業評
価は，PDCA サイクルによって評価され好循環
を生むシステムになっている。八王子キャンパス
の医療技術学部のスポーツ医療学科では「トップ
アスリートコース」がありスポーツ推薦者専用
コース（他学部，他学科も若干名可）で，体育会
学生の専門性をより高めることに機能している。
このコースの成績評価も全学展開されている
GPA 評価対象であり，厳格な評価対象となって
いる。このコースでは，保健体育教員，アスレ
ティックトレーナー，健康運動指導士などの資格
が取得できる。卒業後のキャリア形成と関連する
正課外教育との関連科目のコース事例といえる。
　Ｉ大学は，―「新しいとても」を若者に―とい
う大学メッセージを発信し学長のリーダーシップ
のもと教育開発センターを設立した。NPO 法人
NEWVERY（ニューベリー）の協力も得て，全
学共通カリキュラムとして初年次教育やキャリア
形成科目などをおいている。この科目は正課外教
育という位置づけであり，成長実感プログラムの
中にスポーツキャリアコースを設け，全学の体育
会学生と学外で顕著なスポーツキャリアを持って
いる学生を対象にした科目となっている。
　課外活動から課外教育（正課外教育）へ移行し
大学教育の中に位置づけていく傾向は，キャリア
教育やボランティア教育などですでに実施されて
いる。今後，多様な領域でさらに検討されていく
と考えられる。
日本版NCAAの視点からの検討
　2016年度文科省（担当，スポーツ庁）が，日本
版 NCAA への取り組みについて検討を始め2017
年（平成29年度）から大学スポーツ組織の変容に
取り組む数校（公募制で2017年 6 月に締め切っ
た）を選んで支援を始めることになった。
　いち早く日本版 NCAA（以下，日本版）を目
指して検討を始めたのが関，関，同，立，龍の 5
大学で，大体連加盟校に呼びかけて関西地区カン
ファレンスの立ち上げを目指している。
　すでに ７ 回（2017.8月現在）の検討会を開き，
既述した学連との意見交換も開始している。学連
については，競技種目ごとに関西だけではなく他
地域でも違いがあるので，まず各々の所属する地
域ごとに懇談が必要である。その先駆的な取り組
みが関西地区で始まったといえる。Ｊ大学と KG
大学との女子ハンドボールゲームは，地元の人た
ちにも観戦を呼びかけ，約200名の観客がつめか
けた。公式戦では見ることのできないチアリー
ディングによるハーフタイムショー，終了後のダ
ンスパフォーマンス（文科系所属団体）などアメ
リカの大学スポーツをモデルにした企画も実施さ
れた。この企画の良い点は，これまで単一チーム
によるゲームだけの企画にプラスしたかたちで ２
部会が参加し， ３ 部会の構成で運営されたことに
57森：大学スポーツに関する研究
ある。日本版の目指す大学スポーツの方向性は，
パフォーマンス（競技力向上）だけではなくコ
ミュニティ（地域社会との連携）の両面を持つス
ポーツ組織である。各大学の部会も横の連携をこ
れまで以上に取りながら，大学や地域に複数の
チーム構成で関わりを発信していくことが求めら
れている。
ま　と　め
　本研究は，大学スポーツをこれまでの自主活動
の位置づけから正課教育（キャリア形成教育や初
年次教育など）との関連，および正課外教育（資
格試験を目指す取り組みと同様の活動）との関連
で捉えていく方向性について調査し検討した報告
である（一部，研究会やホームページによる）。
　これまでの学生自治を重要視した自主活動とし
ての体育会（運動部）組織の運営に問題があり変
容が求められているわけではなく，大学という組
織全体からの視点で大学スポーツをどのように位
置づけ，どのような運営や支援をしていけばよい
のかということを問われているといえる。
　日本版がモデルとする NCAA という組織は，
全米の大学のほとんどが加盟する全国組織であ
る。日本には，NCAA に相当する全国組織はな
い。これまで関東地区，関西地区，九州地区，中
国・四国地区，東北・北海道地区など，地域ごと
の体育協会や競技団体組織による運営で大学ス
ポーツは，実施されてきた。
　将来的には，全国統一組織を目指して取り組ん
でいくことになると考えられるが，現在文科省が
主導する日本版も地域ごとに取り組みが始まり，
2016年度の推進校が決定され，今後の先行事例と
して紹介されることになる。
　関東地区も10大学で発起人会をつくり， ７ 月ま
での 4 回の検討会議を行った（第 4 回は，中央大
学駿河台記念館が会場校）。これまでは，体育会
100年の歴史を持つ伝統校の事例を中心に，現状
の取り組みなど参加校に参考になる情報共有の場
としても機能している。大学スポーツが大学ブラ
ンドの一翼を担い，スクールカラーの発信やユニ
フォーム，エンブレムの統一など大学の一体化に
寄与する取り組み事例も紹介されている。
　関東地区では，学連との懇談なども今後の課題
でありまだ検討が始まったばかりであるといえる
が，2020年のオリンピック・パラリンピック大会
に向けてアスリートの輩出だけではなくボラン
ティア活動や事前キャンプの誘致（慶應大学，川
崎市，横浜市の三者で協力してイギリス選手団，
早稲田大学はイタリア選手団の事前キャンプ地に
決定している）など地域住民の協力を得て，地域
の活性化につながる期待値も大きい。
　今後の大学スポーツは，日本版の提言も含めて
新たな組織改革や変容を求められているといえ
る。各々の大学がモデル提示をして，大学構成員
や地域社会により貢献できることを目指していく
ことが重要である。
　今回中央大学モデルの提示まで行うことができ
なかったので，この点については今後の課題とす
る。
＊　本研究は，中央大学特定課題研究（2015，
2016）の成果報告の一部である。
注
（註1 ）これまで大学の課外活動は，学生の自主性に任
せてきた活動であり正課外教育の１領域としても位
置づけけられてこなかった（大学スポーツを含む）。
大学教育学会においても近年課外活動から正課外教
育への位置づけという視点で，研究会やラウンド
テーブル等が企画されている。
（註2 ）日本版NCAAについて
　2016年度文部科学省（担当スポーツ庁）が，大学
スポーツの全国的な組織づくりや運営形態の変容
（ホーム＆アウェイの試合方式等）を目指して，ア
メリカの大学スポーツNCAA（全米大学体育協会）
をモデルにした施策を発表した。
　2017年度には，約１億円の予算がつき全国の大学
に呼びかけてこの変容を目指す推進校を公募した。
その結果，青山学院大学，筑波大学など 8校が選ば
れた。
　具体的な施策は，大学のガバナンスのもと体育連
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盟を中心とした大学スポーツの再編や大学周辺の地
域やその他社会貢献につながるスポーツ政策を発信
し，実践していくことを目指している。この組織に
は，スポーツ・アドミニストレーター（SA）を配
置することを義務付けている。
　関東でも10大学（早稲田，慶応，明治，法政，立
教，中央，青山学院，筑波，文教，江戸川）世話人
会を結成し，明治（ 1月）－筑波（ 3月）－立教（ 4
月）－中央（ 7月）－青山学院（10月）の順に検討会
を開催し，情報交換を実施している。この検討会の
全体会は，すべての大学を対象にしている。
　本報告の大学事例は，こうした会を通して開示さ
れた内容も紹介している。
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付録
表 1　戦後の企業スポーツの概要
福利厚生としての業間体育（工場における円陣バレー）→日紡貝塚の女子バレーボール部など
（1960年代　東洋の魔女と呼ばれ世界選手権で優勝した）。
1964年　東京オリンピックを契機に企業スポーツの日本リーグが結成された。
　　　　（サッカー，バレーボール，バスケットボールなど）
1993年　サッカーのプロリーグ（Ｊリーグ）が開幕
2005年　バスケットボールプロリーグ（BJ リーグ）が開幕
＊企業スポーツからプロ組織化への変容が加速した。
戦後大学スポーツが日本一を達成した最終年記録
（サッカー，バスケットボール，ラグビー，アメリカンフットボールの事例）
1966年　サッカー天皇杯　早稲田大学日本一
1975年　バスケットボール日本選手権　明治大学日本一
1987年　ラグビー日本選手権　早稲田大学日本一
2009年　アメリカンフットボールライスボウル　立命館大学日本一　
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表 ２　大学スポーツ推進宣言
大学スポーツ推進宣言
2016年 ３ 月22日
　大学における課外活動の意義は広く認識されています。廣中平祐山口大学学長（当時）を座長とする「大学に
おける学生生活の充実に関する調査研究会」（旧文部省）は2000年 6 月に『大学における学生生活の充実方策につ
いて－学生の立場に立った大学づくりを目指して－』と題する報告書を公表しました。「教員中心の大学」から
「学生中心の大学」へ視点を転換するとともに「正課外教育の意義を捉え直し，そのあり方について積極的に見直
す」必要性を指摘しています。また，2007年には日本私立大学連盟が『大学生が人間として成長するために－正
課外教育の重要性と再認識－』を発行し，再びこの問題についての提言をしています。「正課外活動」ではなく，
「正課外教育」として，その教育的意義を強調しています。
　『私立大学学生生活白書2011』（日本私立大学連盟）によると，参加が多い課外活動の上位 ３ 位は，「体育会活
動」（28％），「文化・芸術活動」（27％），「スポーツ・レクリエーション活動」（18％）で，スポーツが学生活動に
おいて大きな比重を占めていることがわかります。スポーツ系クラブ・サークルの活動を活性化するために多く
の大学では，補助金の支給やリーダース・セミナーの開催などに取り組んでいますが，施設や経費，危機管理な
どの面で多くの課題を抱えています。
　また，大学教育のユニバーサル化による学生の多様化は大学スポーツの多様化も招来しており，その支援の在
り方も一律ではなく，大学の規模や歴史などの状況に応じて行うことが必要になってきています。（公社）全国大
学体育連合が行った『課外スポーツ活動支援に関する調査』（2014年）と『スポーツ・クラブ統括組織と学修支
援・キャリア支援に関する調査』（2015年）によると，スポーツ推薦制度を設けている大学は31％，短期大学では
20％に上っています。そして，そのスポーツ推薦入試で入学する学生が多い運動部学生への学修支援については，
70％を超える大学がその必要性を感じているものの，十分には実施できていない状況にあります。しかし，大学
教育の質保証の観点から，学修支援を強化し「文武両道」を掲げる大学や平日の公式試合をなくす取り組みをし
ている学生競技連盟も増えてきました。そもそも，大学スポーツへの期待は高く，80％を超える大学が「運動部
学生の人間的成長やリーダー養成」や「一般学生も含めた学生生活の充実」「学生や教職員の愛校心の醸成」「社
会における大学のイメージやブランド力の向上」を期待しています。
　そこで，私たちは，健やかで活気に満ちたキャンパスを実現するために，以下のように，大学スポーツの推進
に取り組み，高等教育の充実を図り，社会に有為な人材を輩出することを宣言します。
１ ．学生の自主性を尊重しつつ，民主的で公明正大な組織運営，科学的・人道的コーチングや練習ができるよう
に支援します。
２ ．運動部学生への学修支援やキャリア支援，リーダーシップ養成の充実に取り組みます。
３ ．上記の取り組みに対し，大学間で連携して取り組むとともに，行政や企業団体などへの協力要請を行います。
以上
